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研究開発センターシンポジウム２０１９ 

テーマ 介護人材の確保・育成に向けた諸課題と対応策 

日 程 ２０１９年１０月１７日（木）１３時３０分～１７時１０分 

場 所 埼玉県立大学 講堂（埼玉県越谷市三野宮８２０） 

参加費 無料 

開催趣旨 

 地域包括ケアシステムを展開する上では、介護人材の確保が急務となっています。そこで本シンポジウム

では、第１部の基調講演で、介護人材の需給ギャップ解消に向けた国の施策の基本的考え方やその対策につ

いてご講演いただきます。また第２部では、県行政や多職種連携を含めた人材育成，認知症 AI を活用した生

産性向上などに関わっておられる４名のシンポジストからの講演と介護人材の確保・育成や生産性の向上策

などについてパネル討論を行います。 

基調講演 

第２部パネルディスカッションの様子 
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プログラム 

司会：鈴木 玲子  

（埼玉県立大学研究開発センター長） 

■開催趣旨説明・川越雅弘（埼玉県立大学大学院／研究開発センター 教授）

■第１部 基調講演

「介護人材の需給ギャップ問題にどう取り組むか」

伊原 和人氏 （厚生労働省 政策統括官 (総合政策担当)） 

■第２部 シンポジウム「介護人材の確保・育成と需給ギャップ解消に向けて」

座長 田中 滋（公立大学法人埼玉県立大学 理事長） 

講演１「介護人材の確保・育成と需給ギャップ解消に向けて」 

  金子 直史氏（埼玉県福祉部高齢者福祉課 課長） 

講演２「介護人材の高度化と多様化 ～伴走支援できる仕組みの構築～」 

山田 尋志氏 （地域密着型総合ケアセンターきたおおじ 代表 

社会福祉法人リガーレ暮らしの架け橋 理事長） 

講演３「介護人材の確保・定着に向けた 教育・研修プログラムの提案と紹介」 

田口 孝行  （埼玉県立大学保健医療福祉学部理学療法学科 教授） 

講演４「認知症施策「共生」と「予防」の実現化を目指して 

～意思疎通が困難な認知症高齢者を理解する…その方法～」 

羽田野 政治氏（一般社団法人認知症高齢者研究所 代表理事） 

■パネルディスカッション

座長：田中 滋 

金子 直史氏 

山田 尋志氏 

田口 孝行 

羽田野 政治氏 
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Saitama Prefectural University ■ 研究開発センターシンポジウム2019 ■ 

開催趣旨説明 
 

「本シンポジウムの位置づけとシンポジウム2019の構成について」 
 

埼玉県立大学大学院／研究開発センター 教授 
 

川越 雅弘 

 

研究開発センターの川越と申します。どうぞ、よ

ろしくお願いいたします。私のほうからは、研究開

発センターが目指す姿とその中での本シンポジウム

の位置付けならびに構成の２点について、最初にお

話をさせていただきます。 

まず、１点目の、本センターが目指す姿と位置付

けについてです。私どもは、地域包括ケアに焦点を

当てた上で、そこに関わる人材の育成を行い、こう

した活動を通じて、最終的には地域ないしは社会に

貢献をしていくことを目指しています。これを展開

するために、誰を対象とし、育成のポイントをどこ

に置いているのかについて、簡単にご紹介します。 

まず、対象についてです。地域包括ケアの構築か

ら深化へと展開しているなか、地域包括ケアに関わ

る様々な方々の人材育成を図っていくことを考えて

います。具体的には、①市町村に勤務する保健師さ

んなどの専門職も含めた市町村職員の方、②在宅医

療や生活支援などのコーディネートを担っている方、

③医療・介護専門職の方などを想定しています。 

次に、人材育成の目標です。強化すべきポイント

を「業務の遂行力の向上」に置き、そのコアとなる

機能として、ケースマネジメントないし事業や地域

のマネジメントといった、マネジメント力を付ける

ことに焦点を置いています。その上で、「本人の業

務遂行能力を高めていく」ためのアプローチと、「業

務がしやすい環境づくりをしていく」ためのアプロ

ーチを図っていくことを考えています。 

マネジメント力の強化の視点で考えていくと、本

日のシンポジウムのように、国の施策がどう展開を

しているのか、社会情勢がどう変わりつつあるのか

といった背景と、自分らに期待されている役割を理

解することが必要になります。その上で、地域診断

を行って課題を把握し、課題解決を図っていくため

の方法論を考え、様々な関係者を交えた会議体を運

営し、そして実行に移して、その経過や結果をモニ

タリングしていくといった流れを作れる人材を育成

していく。 

そのために必要な力は、①課題を把握する力、②

課題解決のシナリオを考える力、③関係者を交えた

会議を円滑に運営していく力、④課題解決のための

ネットワークを持っていてそれを機能化できる力な

どです。そして、これら全体をきちんとマネジメン

トしていくことが必要になってくる。 

では、こうした力を付けていくためにはどのよう

な仕組みが必要か。大きくは２つです。 

１つは集合型の研修です。方法論や、本日のよう

な形で国の動き、県の動き、そして先進的な取り組

みを学ぶ。本シンポジウムがこれに該当します。ま

た、業務を実際に現場レベルで遂行するために必要

な力を付けていく、実践力を高めていくためのセミ

ナーも設けています。この２つが、集合型研修とい

う位置づけのものです。 

ただし、集合型研修だけでは実際に地域展開はで

きません。そう考えていくとさらに何が必要か。市

町村単位の現場レベルでの支援が要るということで

す。そのため、集合型研修だけではなく、現場での

直接支援に入っていくということにも取り組んでい

ます。今年は、北本市と千葉県のある市から、第8期

介護保険事業計画の策定業務を受託しています。こ

うした集合型研修と直接支援、要は、Off the Job 

TrainingとOn the Job Trainingの組み合わせで力

を付けていただくことを考えている訳です。 

併せて、市町村と民間企業を結び付けていくため

のネットワーク構築を図り、業務の下支えをする目

的で、「地域包括ケアを推進するためのネットワー

ク会議」を展開しています。集合型研修、現場での

直接支援、ネットワーク体制の構築の３点を通じて

人材育成を図っていこうということを考えています。

こうした枠組みの１つとして，シンポジウムは位置

付けられています。 

さて、本シンポジウムの構成です。今回は、介護

人材の確保、定着、育成、そして生産性の向上とい

った観点から介護人材の需給バランスの改善策を考

えていくことで企画させていただきました。 

介護人材の需給ギャップ改善のための対策には、

需要面への対策と供給面への対策があります。需要

面への対策の一つは、介護予防・重度化防止の機能

強化、健康寿命の延伸などです。一方、供給面への

対策というのが、人材の確保・定着、人材の育成で

す。そして、業務しやすい環境や状況を作っていく

という意味での業務の改善、業務の内容の見直し、

業務の中での一部機能の外注化などです。 
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本シンポジウムでは、需要面に対する対策である

介護予防などではなく、介護人材の確保・定着・育

成と支援、こうした点に特に焦点を当てました。ま

た、本シンポジウムでは、仕組みの話と機能の話の

両面をおさえる形を考えています。仕組みを検討す

る行政側の立場として、国がどういう問題意識を持

たれていて、どのような事業を展開しようとしてい

るのかといった施策の方向性や考え方を、伊原先生

から、さらに、県のほうで検討されている施策につ

いて金子先生にご報告いただきます。 

仕組みの話を中心とした２名の先生のお話のあと、

機能強化の観点から、人材の確保・定着・育成の視

点から山田先生と田口先生に、人工知能（ＡＩ）を

使った業務改善といった視点から羽田野先生にご報

告をいただく予定です。こうした構成で、本シンポ

ジウムを考えております。 

このあと、伊原先生から国の動向について基調講

演をいただきます。その後、第２部として、シンポ

ジウム形式で４名の先生方に、それぞれのお立場か

らご報告をいただきます。そして、田中理事長の座

長の下、パネルディスカッションを繰り広げていく

という形で本日は進めて参りたいと思っております。 

本シンポジウムで得られた情報や様々な意見が、

今後の皆さんの業務に少しでもお役に立てば幸いで

す。本日は、どうぞよろしくお願いいたします。

 

埼⽟県⽴⼤学研究開発センターシンポジウム2019_資料

2019年10月17日
埼⽟県⽴⼤学⼤学院／研究開発センター

川越雅弘

本シンポジウムの位置づけと
シンポジウム2019の構成について

1

【内容】
１．センターが目指す地域・社会貢献の姿と

本シンポジウムの位置づけ
２．シンポジウム2019の構成について

１．センターが目指す地域・社会貢献の姿と
本シンポジウムの位置づけ

2

1.センターが目指す地域・社会貢献の姿とは

3

目指す姿

１．対象について
• 国の重点テーマである地域包括ケアに関わる人材を当面の対象とする。
具体的対象としては，以下を想定する。
①市町村職員（保健師等を含む）
②コーディネーター（在宅医療／⽣活⽀援等）
③医療・介護職を想定する。

２．人材育成の目標とポイントについて
• 人材育成の目標は，地域包括ケアに関する「業務遂⾏⼒の向上」。
キーは，「ケース／事業／地域に対するマネジメント⼒の強化」。

• この実現に向け，以下の2点に主眼を置く
①本人の業務遂⾏⼒を⾼めること
②業務が遂⾏しやすい環境を整備すること（＝ネットワーク構築⽀援）

具体的イメージ

地域包括ケアに関わる人材の育成を通じて，地域・社会に貢献すること

2.マネジメント⼒強化のための⽀援ポイントとは（市町村を例に）
社会環境の変化，
国の施策動向から
期待されている役割
や機能を理解する

現状分析
・個別事例の検証
・既存データの分析
・アンケート 等

課題解決に向けた
⽅法論の事前検討

関係者を交えた
多職種・多主体会議
・⽣活⽀援「協議体」
・地域ケア推進会議 等

モニタリング
（経過確認）

評価
（現状維持/修正）

課題抽出
整理

NPO
法人

社協 社福
法人

⺠間
企業 ……

4

生活支援協議体の場合
④課題解決手段の

多様化
(地域資源のネットワーク化)

①課題認識⽀援
（地域診断支援）

②業務展開⽀援
(先進事例分析を

含む)

③会議運営⽀援
(ファシリテーション⼒
強化を含む)

⑤PDCAサイクル
全体の展開⽀援

（一連のプロセスの
展開方法を体験する）
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5

 介護保険事業計画策定支援（北本市︓計画策定業務を受託。川越市︓委員としてデータ分析等を支援）
 地域包括ケア関連業務支援（志⽊市／北本市︓協定を締結し，事業展開ほかの支援を実施）
 健康寿命の延伸に対する業務支援（加須市︓協定を締結予定） など

【2018年度】 10/6開催
テーマ ｢地域包括ケアの深化に向けた

諸課題と対応策｣
講演者
田中 滋 ︓埼⽟県⽴⼤学理事⻑
迫井正深︓厚⽣労働省審議官
⻫藤正⾝︓医療法人真正会理事⻑
野﨑伸一︓厚⽣労働省⽣活困窮者

⾃⽴支援室⻑
川越雅弘︓埼⽟県⽴⼤学教授

【2019年度】 10/17開催
「介護人材の確保・育成に向けた諸課題
と対応策」

【目的】国の施策の動向や方向性，
基本的考え方などを学ぶ

研究開発センター
シンポジウム（2016〜）

地域包括ケア推進セミナー
（2018〜）

【目的】地域包括ケアに関わる関係者
の実践⼒を⾼める

【目的】地域資源の開発を通じて実践
者への支援体制を強化する

第1回（2018/7/27開催）
「在宅医療・介護連携の展開プロセ
スを学ぼう︕｣

第2回（2018/11/24開催）
｢ファシリテーション⼒を⾼める｣
第3回（2019/2/21開催）
｢⾃⽴支援のための方法論を学ぶ｣
第4回（2019/6/20開催）
｢地域課題の把握方法を学ぶ｣
第5回（2019/10/2開催）
｢コミュニケーション⼒を⾼めよう｣

第1回（2018/9/4開催）
今後の進め方に関する打合せ会議
第2回（2018/11/30開催）
｢住⺠の困りごと/支援ニーズを知ろう｣
第3回（2019/2/15開催）
｢企業・組織の活動内容を知ろう①｣
第4回（2019/5/31開催）
｢企業・組織の活動内容を知ろう②｣
第5回（2019/7/30開催）
｢地域課題を解決するためのプロジェ
クトをみんなで考えよう｣

地域包括ケアを推進するための
ネットワーク会議（2018〜）

地域包括ケアに関わる人材育成のための手法
ー集合型研修（Off-JT）と現場での直接⽀援（OJT)を通じた人材育成ー

①集合型研修 ③⽀援体制の整備

②現場での直接⽀援

２．シンポジウム2019の構成について

6

7

介護人材の需給バランス改善にむけた主な対策と
本シンポジウムの内容について

１．需要面への対策
• 介護予防の強化など
２．供給面への対策

• 人材の確保と定着
• 人材の育成
• 業務改善／業務⽀援 など

主な対策

１．「仕組み／施策」関連
• 国の動向（伊原先⽣）
• 県の動向（⾦⼦先⽣）
２．「機能強化」関連

• 人材の確保／定着／育成
（山田先⽣，田口先⽣）

• 業務改善／業務⽀援
（羽田野先⽣）

本シンポジウムの内容
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Saitama Prefectural University ■ 研究開発センターシンポジウム2019 ■ 

第１部：基調講演 
 

「介護人材の需給ギャップ問題にどう取り組むか」 
 

厚生労働省 政策統括官（総合政策担当） 
 

伊原 和人 氏 

 

皆さん、こんにちは。今日はお招きいただき、こ

うしてお話しする機会を頂きましてありがとうござ

います。皆さん、厚生労働省と言えば、多分、老健

局とか社会・援護局といったご自身が現在担当され

ている仕事に直接関係する部局を連想されると思い

ますが、私は、政策統括官というポストで、各局を

またがっている問題について全体を調整するような

仕事を担当しております。今日は、介護人材の話を

トータルな視点で話してほしいとのリクエストをい

ただきましたので参上しました。 

 厚生労働省では、今、介護人材の確保のために、

社会・援護局というセクションが色々な政策を打っ

ています。それから、老健局という介護保険を直接

担当しているセクションが、人材の確保が図られる

よう、特養などの施設サービスやデイサービスなど

の在宅サービスの報酬単価の設定などを行っていま

す。 

 今日は、こうした政策の一つ一つをご説明するこ

とではなくて、むしろ、今後、日本の介護分野にお

ける人材の確保の問題は、ここ数年間だけじゃなく、

2025年、2040年にはもっと難しい問題になってくる

わけです。そうした中で、今後、政策面でも現場の

取組みとして、どう取り組んでいく必要があるのか

ということについて、お話ししたいと思っています。 

 私の後のシンポジウムでは、実際に目の前で起き

ている問題にどう対処していくかという具体的なお

話しが色々聞けるようです。私の総論とシンポジウ

ムでの各論をお聞きいただいて、皆さま方の問題意

識にお答えできればというふうに思っています。40

分ほどお時間を頂いていますが、お付き合いいただ

ければと思います。 

 既にご存じだと思うのですが、まずは、介護人材

がいかに不足しているかという資料です。有効求人

倍率といって、求職者と求人が1対1だったら1倍にな

るわけですが、今は人手不足のために、全業種平均

でも1倍を上回っています。一つは、景気が比較的好

調なこと、もう一つは、何よりも今、若い人たちが

どんどん減っていますので、働く人が相対的に少な

いんです。なので、このように有効求人倍率が上が

ってしまった。介護では4倍くらいです。他の業種が

1.3倍くらいなのに対して4倍になっているという意

味で、介護領域では特に人手不足が著しい。この他、

建設業界なども人手の確保が大変という状況になっ

ています。 

 この人手不足は、地域によって大きな差がありま

す。47県の数字を見ると、介護職員は全国平均で4.08

倍という状況ですが、これを上回っているのは東京

とか埼玉といった首都圏。あとは愛知県、大阪など、

大都市はみんな4倍を超える数字になっています。低

いところでも2.46倍と、2倍を超えていますので、人

手不足であることに違いはありません。ただ、地域

によって、相当、人手不足の状況が違います。都市

部の場合は、基本的には、働く人はいるんです。い

るけれども、他業種との間で賃金水準の競争が行わ

れていて、できれば給料の良い業種に比較的集まり

やすい状況にあります。 

 それに対して郡部のほうは、働く人自体がいない

という意味で、しんどい状況があります。地域によ

って、相当、状況が違います。従って、この介護人

材の対応は、短期的に見ても、国全体で同じ政策が

必要というわけではなくて、地域によってやり方が

違うと思います。今日、私はいろいろな話をさせて

いただきますし、あるいは私の後にいろいろな方が

実践をお話しされます。その実践が、どこにヒット

するか、地域の実情とか事業所や施設によって相当

違うので、そこはそれぞれお考えいただく必要があ

るかと思います。 

 実際に介護職員の充足状況を見ると、特に厳しい

のは、施設よりもヘルパー、在宅なんです。在宅の

場合、施設内で仕事をしているのと違って、自分の

判断で行動しなくてはならないし、また、そこで起

こったことについてのリスクも自分の問題になるこ

ともあって、成り手の確保が難しい。特に人手不足

の状況です。現場の事業者からは、とにかく採用が

困難であるという話を耳にします。 

 それから、介護分野では、離職率も高いです。離

職率は全体の平均が14％であるのに対して16％ぐら

いです。なぜ辞めたのかを聞くと、一番は人間関係

です。人間関係とか、法人や事業者の運営方針が不

満だったと。この業界は中小企業が多いこともあっ

て、なかなかなじめない方はなじめないということ

もあるようです。もちろん、収入が少なかったとい
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った待遇の問題点もあります。 

 あともう一つ、在職期間を見ていきますと、一般

的な産業と比べると、30から34歳、このあたりまで

はあまり変わりません。ところが在職10年を過ぎる

と、見切りをつけて違うところに行ってしまうとい

う方がいる。 

 後でも申し上げますが、せっかく介護福祉士の資

格を取った方が、10年で違う職場に行ってしまう。

それも他の介護の事業所に行っていただければ、そ

れはそれでよいのでしょうが、全然違う分野に行っ

てしまうとすると、人材の養成の面から見ても非常

にもったいない。今後、限られた若い人材をどう育

てていくのかが問われている日本において、こうし

た人材の移動は決して望ましいことではありません。

これは介護の領域だけじゃなくて、全ての分野で言

えることでしょう。今の介護の職場で働き続けられ

るような状況を作る、百歩譲って、事業所を移動す

るとしても、この介護の分野で続けて働いていける

ような環境整備が課題です。 

 そういう意味では、待遇改善もあるのですが、そ

れぞれの事業所の中で、その方が働き続けたいと思

える職場環境をつくっていけるかどうかが、正直言

って一番重要な課題だと思います。 

 次は、介護職員の数についてです。介護保険がス

タートした2000年は、218万人でした。これが今は633

万人ということで3倍に増えています。確かに、最初

の時はどんどん増えていましたが、最近ちょっと伸

びが低下しています。 

 これが、2025年までにどうなるかです。お聞きに

なられたこともあるかと思うのですが、来年度には

需要が216万人と見込んでいます。そして2025年には

245万人ということで、あと55万人、毎年新たに6万

人増やすペースで確保していくことが必要だろうと

思われます。各自治体がつくっている介護保険の計

画がありますが、その必要数を合計したものがこの

245万人です。この数字を達成するのは、なかなか難

しいという声が上がっています。そうした意味で、

そこをどう乗り越えていくかということが、当面の

課題になります。 

 じゃあ、2025年を超えれば、この問題は何とかな

るのだろうか。あと6年間歯を食いしばって頑張れば

何とかなるのか。私が今日お話しすることは、6年間

だけの問題ではないということです。その説明をさ

せていただきましょう。 

 2040年の人口の推計を見ると、2000年から2025年

まで高齢者人口が大きく増えています。2,200万人だ

ったのが1,400万人以上増えて、1.7倍です。これに

対し、2025年から2040年までを見ると、250万人程度

の増加で、伸び率にして6.6％程度くらい。そういう

意味で申し上げると、2025年より先を見ると、意外

にホッとする状況が見られます。 

 ところが心配なのは、若い人の数です。ここの減

り方がどんどん激しくなります。2000年から2025年

にかけての25年間で、いわゆる生産年齢人口と言わ

れる15歳から64歳が、8,600万から7,200万人へと17

％減ります。しかし、2025年から2040年までの15年

間で同じく17％減る見込みであり、減り方が加速す

るんです。高齢者の伸びは比較的落ち着くのですが、

若い人たちが減るので、誰が日本の経済を支えるの

か、介護分野で考えると、誰が介護従事者となって

くれるのかという問題がより重い課題になります。 

 日本で働いている人、就業者の数を見ると、日本

では今、6,600万人くらいが働いています。その中で

医療福祉分野で働いている人は823万人、就業者総数

に占める割合は12.5％ですから、働いている人の8人

に1人が医療福祉分野で働いていることになります。 

 私は1987年、32年前に旧厚生省に入省しましたが、

その時の医療福祉分野で働いている人というのは5

％を切っていました。ということは20人に1人です。

つまり当時は医療や福祉の世界で働く人が珍しい時

代だったのです。代表選手は看護師さん。ヘルパー

さんを当時は「家庭奉仕員」と呼んでいましたが、

珍しい存在でした。今やこうした職種の人が8人に1

人となっています。 

 2040年を考えると、今のままいくと就業者総数が

5,650万人と今から900万人も減ってしまう。これに

対し医療福祉分野は、高齢者数の伸びは落ち着くと

いっても今よりは増えるわけですから、1,060万人は

必要と見込まれています。ちょうど5人に1人くらい

が、ヘルスケアの領域で働かないとやっていけない

状況になるわけです。これは、なかなか現実的では

ないということは、多分、皆さんお分かりいただけ

ると思います。 

 政府としては、この総就業者数を増やしていく。

とにかく就業者総数を5,650万人ではなく、もっと増

やしていくことが必要だと考えています。外国人材

の活用などの話もありますが、まずは高齢者の就業

促進。60歳とか65歳で引退するんじゃなくて、もっ

とより長く働ける状況をつくっていこうという政策

が一つです。もう一つが女性活躍の推進。日本でも

M字カーブの解消は進んできましたが、まだヨーロッ

パ諸国と比べると、30代女性の就業率は10％くらい

低い状況にあります。まだまだ余地があるというこ

とで、育児と仕事の両立などの施策をさらに強化し

ていくことが必要です。 

 それから、医療福祉分野も、今のまま人手がかか

るような現場ではなく、センサーなど、テクノロジ

ーを使って現場の仕事をできるだけ機械に代替して

いく、そういうアプローチによって、少ない人手で

も回っていく現場を作っていかないと、なかなか
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2040年を乗り切っていくことはできません。 

 次に2040年の患者数や利用者数を見てみましょう。

まず患者数を見ていただきますと、今、1日当たり日

本で入院している患者さんは132万人です。これが、

2040年には140万人ということで、8万人くらい増え

ると見込まれていますが、伸びはわずかです。他方、

外来患者は、現在1日、783万人が外来を訪れていま

すが、これが753万人と、30万人減ると見込まれてい

ます。なぜ減るかというと、高齢者は若干増加しま

すが、現役年代は大きく減少するので、トータルで

は外来患者数が減るということになります。今は医

師不足が語られていますが、実は2040年までを見据

えると、医療の部分では需要は減る。 

 ところが介護は、まだまだ伸びます。施設104万人

が162万人、在宅353万人が509万人というふうに大き

く増加します。つまり、日本のヘルスケアの領域で

は、2040年に向けて、医療から介護へと需要がシフ

トしていくというふうにご覧いただければと思いま

す。したがって、今後、特に介護分野での人手問題

は、より重要な課題となっていくと考えられるわけ

です。 

 ただ、見ていただきますと、伸びは少し落ち着い

てきます。2018年度に200万人だった介護スタッフが、

2025年度に245万人、2040年度に305万人と、2018年

から2025年度までの7年間で45万人増やさなくては

ならなかったのが、2025年度から2040年度までの15

年間で60万人ですから、増やす必要がある介護スタ

ッフの数は、2025年までと比べて少し落ち着いてき

ます。 

 こうした中で、今、厚生労働省が進めている介護

人材の確保対策というのは、①賃金の引上げなど処

遇改善をしたり、②人材確保・育成を図ろうという

ことで、介護福祉士就業資金の貸付けなどを行った

り、あるいは③離職防止、定着促進などを目的に、

キャリアラダーの整備を行ったり、それから④介護

職の魅力向上ということで、中高校生などを対象に

介護の仕事のPRを進めたり、⑤外国人材の受入れ促

進のため、特定技能制度の導入など、様々な対策を

取っています。さらに、今月からは、更なる処遇改

善を図るため、ベテランの方などに対する待遇改善

も始めました。 

 では、こうした対策の延長だけで、2040年までを

見据えた先刻の人材問題の答えが出るかというと、

残念ながら出ないだろうと思います。一つひとつの

施策はもっと拡充していかなくてはいけないでしょ

うが、現役世代の急減、そして、地域事情が大きく

異なっているという状況を考えると、これだけをや

っていれば、解決するような問題ではないでしょう。 

 そこで、今、進めている施策の他に、一つは、さ

っき川越先生もおっしゃっていましたが、介護予防

等により、介護サービス需要を減らすというアプロ

ーチも必要でしょう。介護予防は、直ちに効果が出

てくるといったものではないのですが、数年続けて

いると、かなり数字は違ってきます。特に要支援段

階での取組みですね。 

さらに二つ目として、テクノロジーをフル活用し

て、より少ない人手でも回っていく介護現場として

いくことも重要です。後でも述べますが、人手不足

問題の切り札はやはりテクノロジーの活用です。 

 それから三つ目は、地域共生の取組みにより、支

援が必要な高齢者を見守り、支える生活支援が地域

内で循環していく形をつくることです。介護や生活

支援が必要な方って、圧倒的多数は、地域の中で暮

らしています。地域の中で暮らしている場合、介護

以外にも様々なニーズがあります。また、社会生活

という観点からは地域とのつながりを持ち続けるこ

とも必要でしょう。こうしたニーズをヘルパーさん

の支援だけで対応することはできないでしょう。だ

からといって、家族に期待することも今後、より難

しくなっていくことは明らかです。やはり地域の中

で、見守り、馴染みのコミュニケーションといった

ものを、いろんな形で提供していくという仕組みが

必要だと思います。それは、従来型の地縁ネットワ

ークによって提供される場合もあるでしょうが、地

域によっては市民参加型の仕組みで行われることも

あると思います。大都市では、民間ビジネスで対応

されるケースも増えてくると思われます。そして、

いずれの場合でも、センサーをはじめ、テクノロジ

ーを活用しない手はありません。2040年段階で、こ

うした仕組みが、各地域において、どれほど機能し

ているかが、それぞれの地域で、専門職としての介

護スタッフがどのくらい必要になっているかという

問題にすごく影響してくると思います。 

 こうした施策を総合的に進めていくことが、今、

求められているわけですが、行政にとって一番難し

いところは、役所が、それぞれ縦割りにできている

点です。介護の人材問題について、しっかり対応す

るためには、介護予防により需要を減らしたり、テ

クノロジーを積極的に導入して介護スタッフの業務

を減らしたり、地域の中で必要な生活支援を提供し

たり、他者とのつながりを持つといったところまで

視野に入れて、政策がまとめられ、実施されていく

ことが大切です。 

 組織の縦割りを超えて、施策が展開される地域や

事業者の側に立って、わかりやすく、取組みやすい

施策へと組み直すことが求められています。具体的

には、従来の縦に分かれている施策を、自治体（地

域）のレベルでは1本にできるような工夫と、それを

自治体内で柔軟に執行できるよう自治体内のマネジ

メントの仕方を変えられるかがポイントだと思いま
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す。 

資源をどんどん投入すれば解決できるものではな

く、むしろ、自治体（地域）においても人材に限り

がある中で、それぞれの地域の中で、今の資源をど

う組み合わせるかというのが非常に大事になってき

ています。国の政策も、こうした地域の実情に即し

た政策展開が必要だと考えています。 

 以上が、私たちの基本認識でありまして、今、2040

年に向けて、総就業者数を増やすために、高齢者の

方が70歳までは就業できる環境整備を進めていこう

とか、あるいは75歳までは健康寿命を延ばしていこ

うとか、さらに、医療福祉分野も、人手の5％くらい

をテクノロジーで代替して業務量を減らせないかな

どといった取組みを進めています。 

 幾つかうれしい話も出てきています。 

その一つが、高齢者の方が非常に元気になってき

ているということです。文科省が体力テストを毎年

やっており、ちょうど昨日、直近の体力テストの結

果が発表されていました。それによると、「30代の

女性の体力が深刻だ」みたいな記事がありましたが、

実は高齢者は、劇的に若返っていまして、1998年か

ら2016年の18年間で、体力テストが示すには、5歳以

上若返っています。実際に健康寿命を平均寿命と比

べてみますと、近年、平均寿命の伸びよりも健康寿

命の伸びのほうが大きくなっています。 

 もう一つ嬉しいニュースが、近年、就業者数が増

えていることです。生産年齢人口を見ると、既に1990

年代後半に生産年齢人口のピークを迎え、それ以降、

毎年減り続けています。郡部ではとっくの昔に実感

していたことでしょうが、最近、銀座や渋谷の街を

歩いていても、若い人が減ってきたことを実感する

ようになりました。労働力もこの生産年齢人口の減

少につられるように減る傾向が見られましたが、

2013年から反転しました。生産年齢人口は減ってい

るのですが、働く人の総数は増えているのです。こ

れはなぜかというと2つの要因があります。 

 一つは女性です。女性の就業率は高度成長期から

ずっと上がり続けていますが、2013年からは上がり

方がグッと加速し始めています。もう一つは高齢者

です。高齢者の場合は、年金が成熟化する中でサラ

リーマンOBが定年で辞めていたこともあり、就業率

が下がり続けていましたが、2013年から就業率が完

全に反転いたしました。今は60から65歳、さらに65

歳以上でも働き続けている方が増えている状況です。 

 人口要因としては、確かに若い人は減っているん

ですが、この6年間、人が減っても働く人の数は増え

るという、うれしい状況があります。これをどこま

で維持できるかというのが、日本社会にとっては大

きなポイントになっています。 

 さきほど、2040年には医療福祉従事者が1,060万人

くらい必要だと言いましたが、こうした取組みを進

めると、机上の計算ですが、900万人台前半くらいで

何とかなるんじゃないかという結果が出ています。

雇用政策研究会では、今年1月に2040年段階の労働力

全体の推計を行っています。この推計では医療福祉

以外の分野での労働力ニーズも加味していますが、

それによると2040年に医療福祉分野に振り向けられ

るのが974万人となっており、さっき申し上げた900

万人台前半という試算を上回っています。つまり、

高齢者の就業機会を増やし、健康寿命を延ばし、そ

して、テクノロジーを活用することにより医療福祉

現場をより少ない人手で回るようにできれば、2040

年段階でもマンパワーの問題については何とかなる

という結果です。もちろん、これらは様々な大胆な

仮定を置いた机上の推計であり、軽々な判断はでき

ませんが、こうした政策を進めることは有意義であ

ることがご理解いただけると思います。 

 次に、需要を減らすための介護予防の取組みにつ

いてです。従来、介護保険において地域支援事業と

して介護予防をやっていました。他方、高齢者医療

制度と国民健康保険で保健事業という形でフレイル

対策を行っています。自治体内部で見ると、介護予

防は、介護保険担当部門が担当しており、フレイル

対策については、国保担当部門が担当していること

が一般的で、それぞれバラバラにやっているケース

が多いです。多分、ここ越谷市さんでも、そうかも

しれません。 

 こうした重複は、もったいないという状況もあり、

今回成立した法律では、この２つを一体的に地域の

中で展開していくこととされています。その一つの

キーワードが「通いの場」です。今、日本全体で8万

か所くらいに増えています。コンビニの数が5万

8,000くらいですから、コンビニよりも多いわけです。

こうした場に週1回くらい集まっていただいて、そこ

で軽い体操をしたり、あるいは一緒に食事をしたり

とか、いろいろな活動が行われています。そもそも

高齢者が集まってコミュニケーションをとること自

体が介護予防になりますし、それぞれの孤立化を防

ぐことにもなります。 

 さらにそうした場所で、半年に1回でも実際に保健

師さんや栄養士さんが来て、栄養の話を聞いたり、

健康のことを相談したり、こうしたことをやってい

くことが非常に大事です。私の母は月に2回、草加市

のこうした通いの場に出かけています。十何年前に

市の保健センターの主催で、高齢者を対象に体操教

室が開催されたのですが、その体操教室が終わった

後も卒業生たちが自主的に継続しているのです。2週

間に1回、水曜日に行っています。教室が終わったら、

みんなで近くのファミリーレストランへ行って昼ご

飯を食べ、3時間から4時間くらいしゃべって帰って
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くる。それが一人暮らしを続けている母にとっての

生きがいのようです。こういう場所を全国各地に展

開していこうというプロジェクトです。 

 こうした場に、女性は喜んで出かけて行くのです

が、男の人はなかなか行かないようです。男性をど

うやって引っ張り出してくるかが課題となっていま

す。男性は、定年後、ひきこもりがちになるようで

すが、男の人でも、お医者さんには、定期的に薬を

もらいに出かけていくようなので、かかりつけ医に

こうした通いの場への参加を働きかけてもらうこと

にしたいと考えています。「あなたも、家に籠って

ないで、どこそこの体操教室に出かけてみてはど

う？」という感じで。イギリスではこうしたかかり

つけ医の働きかけを「社会的処方」と称して推進し

ていますが、日本でも、薬を出すだけじゃなくて、

おじいちゃんに働きかけることも進めてほしいと思

っています。こうしたプログラムが来年の4月から本

格的にスタートします。 

 次に、医療・介護現場をより少ない人手でもやっ

ていけるようにするための取組みです。 

例えば、介護現場では今、介護福祉士がやってい

る行為には、直接ケアから間接業務まで幅広く存在

します。これを仕分けして、センサーやICTでどこま

で代替できるかを検討する。また、シニア層に介護

助手として活躍いただく取組みも進んでいます。 

 また、今日は詳しく申し上げる時間がありません

が、組織のマネジメント。介護職員の離職問題を解

決するためには、この組織のマネジメントが鍵を握

っていることは間違いありません。スタッフの定着

率を高めるためには一番大事なことだと思います。 

 それから、スタッフに長く働いてもらうためには、

事業者の中で将来のキャリア形成ができるかどうか

の問題があり、やはり、大規模化や協働化も必要で

す。 

 次に、私自身がお邪魔して驚いた特別養護老人ホ

ームのご紹介をしましょう。大田区にある善光会と

いう法人が運営する特養です。 

ここは150床、全室個室の施設です。施設長さんを

はじめ働いている人はみな若く、従来の特養とは雰

囲気が違います。様々なテクノロジーが使われてい

ます。スタッフは、ホテルのスタッフのようにヘッ

ドセットを付けていて、夜は廊下をセグウェイで移

動しています。夜勤職員の移動距離が1回の勤務で15

キロもあったため導入したそうです。個室には、赤

外線センサーのほか、ベッドにも呼吸数などを測定

するセンサーがついている。その方が寝ているのか、

起きているのか、不穏行動が起こっているのかがわ

かりますし、寝ていれば呼吸数とかのデータが全部

ナースステーションに送られます。さらに入居者の

パジャマの腰の部分にもセンサーがついていて、膀

胱内の尿量を測っています。 

このようにセンサーを本格的に導入することによ

って、ケアの在り方が変わったそうです。導入前は

夜中、１時間に１回ドアを開けてその方がちゃんと

寝ているか見回っていたそうですが、それが要らな

くなった。頻尿の方の場合には、２～３時間に１回

ドアを開けておしっこが近い方は簡易トイレに移乗

してもらって、おしっこをしてもらってまたベッド

に寝かせていたそうですが、これも尿量を測るセン

サーで不要になった。結果的に夜勤の業務量は大き

く減って、入居者の方も夜中に起こされることがな

くなり昼間の傾眠が少なくなったそうです。 

テクノロジーを活用したケアは、個室内だけでな

く、みなで集まる共同リビングでも、コミュニケー

ション・ロボットが使われていて、驚きました。 

ここまで徹底的にICTを導入した結果、以前は入居

者1.86人あたりに職員１人だったのが、去年は2.79

人に１人で、直近では2.81人に１人になったそうで

す。それだけスタッフが減っても現場を回していけ

る。もう１つの大きな成果は、それが年収に跳ね返

っていくということです。同じ介護報酬が払われた

として、スタッフの数が少なければ１人当たりの給

料は上がります。善光会の特養の平均年収は480万円、

東京全体の特養の平均が420万円ですから、それより

も60万円高い。 

 私たちも、介護スタッフの処遇改善のために、財

務省と交渉して、頑張ってやっているのですが、財

政制約がある中で、それだけでは限界があります。

このようにテクノロジーで代替して、少ない人手で

対応することによって、同じ介護報酬でも1人当たり

の手取り額が上げられるのであれば、これも一つの

解決策だと思います。こうしたことがどこまでやれ

るかが問われていると感じます。 

 厚生労働省では、現在、介護現場革新会議といっ

た場を設置して、ロボットやセンサーの導入や組織

マネジメントの問題に取り組んでいます。現在、宮

城・福島・神奈川・三重・熊本・横浜・北九州とい

った地域でパイロット事業を行っています。幾つか

の取組みをご紹介して私の話を終わりにしたいと思

います。 

例えば、介護助手についてです。多分、今日は経

営者の方もいらっしゃっていると思うのですが、介

護職員の業務の中で、資格がない人でもできるだろ

うというものを別のスタッフを雇ってやってもらい

たいと考えているところもあると思います。実際に

そのためにハローワークに求人を出しても、なかな

か集まらないということでご苦労されている方も多

いと思います。 

 三重県の老人保健施設協会では、個々に対応して

もなかなか集まりにくいだろうということで、県と
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タイアップして、このような元気な高齢者の方が、

地域に貢献してみませんかという新聞の折り込みチ

ラシを、県のクレジットで出して、募集しました。

そうすると、これは平成29年の取組みですけれども

10施設が参加して、その説明会に来た人は240名。50

人くらいを予想していたそうですが、それの5倍くら

い応募があった。応募があった方の半分くらいは、

元看護師とか、元特養の寮母さんなど、こういう方

々です。普通はハローワークで募集しても、そうい

う方はなかなか来ない。50代となって体力がしんど

いから辞めた方が、もう一回ハローワークに登録す

るということはあまりされないらしいです。お金に

困っているわけではないので、そこまで働かなくて

もいいと。ところが、新聞の折り込みなどで、「あ

なたの空いている時間に、いつでもいいからやりま

せんか」みたいな誘いであれば、「それなら、やれ

る範囲でやってみようか」みたいなことで応募して

いただけるそうです。 

 こうした方々に働いていただいて何よりありがた

いことは、朝のシフトに入ってくださることだそう

です。皆さん、早く起きるし、別に子どもたちにご

はんを作ってあげる必要もないということで、朝シ

フトに入る。6時くらいにスタートして午前10時とか

11時に帰ってもらう。一方、現役の職員の方々は、

子育てや家事があるから、6時からの勤務は嫌がられ

るそうです。双方にとってプラスになる。こうした

介護助手の導入は、現役の職員の残業時間の縮減に

もつながっているそうです。 

 それから、三重県などでは、介護現場の魅力向上

ということで、高校生を対象に、いろいろPRもして

います。 

 それから、外国人材についてです。横浜をはじめ

様々な自治体で取組みを進めています。ただ、外国

人材にどこまで期待できるかとなると、ちょっと冷

静に考えなきゃいけないと思います。確かに、外国

人労働者は、すごい勢いで増えています。2008年の

時に48万6,000人だったのが、去年は146万人ですか

ら、10年で100万人増えています。 

 ただ、さっき説明したように、今後2025年までに

45万人の介護スタッフが追加的に必要とされている

中で、去年、入管法を改正して、特定技能という形

で外国人材を2024年に向けて35万人を受け入れると

いう改正を行いましたが、そのうち介護の分野は6万

人とされています。外国の方だけで何とかしましょ

うとするのはちょっと難しいと思います。 

それから、北九州市などでは、自治体が、介護現

場でどこまでテクノロジーを使えるかと挑戦してい

ます。今までの取組みを見ると、どこの施設でも、

何人か、こうした技術を扱うことがすごく好きな人、

詳しい人がいないと、なかなか本格的な取組みにつ

ながっていないようです。施設長などの幹部が、こ

れからはテクノロジーの時代だなんて言っても、自

分ではちょっとよく分からないのでスタッフ任せに

していると、全く進まないようです。腹を据えて導

入すると決意し、どうすれば現場のスタッフが納得

して使ってくれるかを徹底的に考え抜く状況を作る

ことが必要のようです。中途半端にやっていると、

やっぱりこれは使えないで終わっちゃっているんで

すね。１～２台入れてはみたもののスタッフから「こ

んなの現場では使えないよ」と酷評されそのまま物

置に放置されているところを見かけます。 

 それから、介護現場の文書量を減らそうという取

組みも進められています。これは国だけでなく地方

も取り組んでいて、年末に向けて取りまとめを進め

ています。国は国のルールで介護報酬を決めていま

すが、自治体は独自政策を打ち出すごとに、だんだ

ん書類を増やしてきました。その結果、事業所では、

山のような資料を作って出さなくてはならない状況

になっているんです。この書類を作っているのが、

スタッフさんです。これがますます現場のやる気を

そいでいるという声をよく聞きます。これを半減さ

せるための取組みを、今やっています。 

 さらに、医療福祉分野の様々な資格の養成課程に

ついて共通部分を括り出そうという作業も進めてい

ます。2021年に何とか実現できないかということで、

考えています。これはなかなかハードルが高い作業

ですが、川越先生にご協力を頂いています。一つの

資格を取得した方が、10年経って違う仕事もしてみ

たいと思ったときに、医療福祉以外の仕事に移って

いってしまわずに、ヘルスケアの領域の中で、仕事

を続けていただくことが重要だと考えています。 

 また、郡部では、既に資格職の人材が圧倒的に足

りない状況になっています。そうすると、一人二役

という形で、看護師の仕事と同時に、PTの仕事もや

っていただくようなことが求められてくると思いま

す。そういう時代にも対応できるよう、色々な職種

の資格を取りやすくすることが必要だと思います。

大学の関係者の方々にとっても多分、学生さんたち

が複数の資格を取れるようにすることは、大学経営

の点でも重要なことだと思います。何とか実現して

いきたいと思います。 

 最後に、地域共生の問題です。これは、冒頭で申

し上げましたが、入所施設とか通所施設とか、こう

いうところでどれだけ生産性を上げていくとか、よ

り少ない人手で回していくという議論も必要ですが、

やっぱり住んでおられるのは地域の中。地域の中で

暮らしていると、いろんなことが起こるのです。私

の母も、今のところは1人で暮らしていますが、最近

は電話の数が増えています。いつまでやれるかなと

感じます。私は、東京の世田谷区に住んでいますか
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ら、母のところまで、車で1時間強、電車でも1時間

かかるんです。以前は二か月に1回ほど、行けば何と

かなっていたのが、最近は、時々呼び出されて何か

しなきゃいけない場面も出てきました。私の母の場

合、まだ私のように家族がいるからよいでしょうが、

地域の中には、身寄りがいない方も増えてきている

わけです。そうした方々の支援が可能となる状況を

つくらなきゃいけない。 

 その一つが、断らない相談支援を実現していくこ

とです。今、介護分野でいえば、地域包括支援セン

ター、障害福祉分野でいえば、基幹相談支援センタ

ー、それから生活困窮者の窓口と、相談支援の窓口

は、自治体ごとにバラバラなところでやっています。

ところが8050問題という言葉で語られているように、

一つの世帯で、80代の認知症のおじいちゃんと、そ

れを介護するおばあちゃんと、それから統合失調症

の50代の息子さん、という家庭も結構あるわけです。

こうした世帯の相談対応となったときに、認知症の

おじいちゃんと統合失調症の息子さんといった対象

者ごとに窓口が違うというのでは、支援のやり方と

して適切ではありません。ところが、現実にはこう

ことが起こっているわけです。 

 そこで、今回、「断らない相談」を制度化したい

と考えています。具体的には、自治体の実情に応じ

て、相談窓口を一元化するといった方法や、各セン

ターの専門性を活かしつつ、まずは１つのセンター

において世帯の複合的な相談を受け付けた上で、関

連する機関に確実につなぐといった方法を、選択し

ていただくことを考えています。 

しかし、1回の相談だけで済むというケースは少な

く、その後、長い期間、伴走し続ける必要があるこ

とから、窓口だけつくっても、結局スタッフの数が

増えなければ、やがてお手上げになってしまいます。

それでは新しい相談を受け付けることができなくな

り、「断らない相談」は行き詰ってしまいます。伴

走者とは、相談機関のスタッフに限定されるわけで

はなく、介護保険のケアマネジャーである場合もあ

れば、ホームヘルパーさんに担ってもらう場合もあ

るでしょう。ケースによっては、隣近所に住む面倒

見がよく、気心の知れた人にやってもらう場面もあ

るでしょう。相談者一人ひとり違うでしょうし、置

かれた状況に応じて伴走者が変わることも考えられ

ます。そうした伴走者につなぐということを併せて

考えることが必要でしょう。 

 こうした「断らない相談」を実現するためには、

制度の縦割りを乗り越えることが必要です。今、地

域包括支援センターの事業は、高齢者のみが対象で

すし、基幹相談支援センターは障害者のみが対象で

す。「目的外使用は駄目です。一体的な運営は例外

的に認めますが、その場合には経費を対象者別にき

ちんと区分してください」みたいなことを言っちゃ

うんです。現場としてはやりたくても、こんな面倒

くさいことをやらされるくらいなら、やっぱりやめ

ておこうとなる。来年には法改正をして、自由な取

組みができるように見直しをしていこうと考えてい

ます。 

 あわせて、こうした地域共生につながるような住

民参加の活動を、どうやったら地域の中で積極的に

育てていけるか、その仕組みづくりも考えていこう

と思っています。 

 従来、こういう地域活動には、補助金を出して、

とにかくやっていただきましょうという対応でした。

そもそも手を挙げる自治体も少なかったので、予算

的にもそれで何とかなっていたこともあります。し

かし、住民参加の地域活動というのは、お金を出し

続けていると、それ自体で固定化していくし、お金

がなくなるとすぐに仕事がしぼんでいってしまいま

す。また、全国各地で展開される住民活動すべてに

国費を配分していくとなると財政的にも大変な金額

になってしまいます。 

やはり、こうした地域活動を生み出すプラットフ

ォームを地域の中でつくっていく。そのプラットフ

ォームをつくることに、行政を含めた関係主体みん

ながサポートしていく。出来上がったプラットフォ

ームで何をやるかは、それは地域ごとで順次考えて

いただくという仕組みをイメージしています。 

 国も自治体も、それから福祉関係事業者も、NPOも、

地域住民も、そのプラットフォームで、みんなが出

会う。そこで出会う中で、こども食堂をやりたいと

か何かやりたいという思いが形になっていく。そう

いう環境整備を進めていきたいと思います。これは、

従来の社協の役割とも言われていましたが、社協と

いう特定の事業体ではなく、地域の中で様々な主体

が、対等な形で出会うプラットフォーム、これをつ

くっていくことが今後のテーマだと思います。 

 ちょうど時間になりました。そういう意味で、今

日は人材に関するお話を中心にさせていただいたと

思いますが、人材をどう確保するかとか、働き方改

革にどう対応するかという話だけではなく、様々な

アプローチによって総合的に対応して初めてこの人

材問題には目途がついてくると思います。逆に、そ

のためには、私たち国の方も、自治体の方も、今ま

でのように、社会福祉課だ、高齢福祉課だという考

え方を一回捨てて、横割りでやっていく。地域を起

点にどういう仕組みが有効なのかを考えていくこと

が重要ではないかということをお話しさせていただ

きました。ご清聴、どうもありがとうございました。 
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介護人材の需給ギャップ問題にどう取り組むか

厚生労働省政策統括官（総合政策担当）
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（注）平成23年度の失業率は東日本大震災の影響により、岩手県、宮城県及び福島県において調査の実施が困難な状況となっており、当該3県を除く結果となっている。

【出典】 厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省「労働力調査」

（※１）全職業及び介護関係職種の有効求人倍率はパートタイムを含む常用の原数値。月別の失業率は季節調整値。

（※２）常用とは、雇用契約において、雇用期間の定めがない、又は４か月以上の雇用期間が定められているものをいう。

有効求人倍率（介護関係職種）と失業率
【平成17年～平成30年／暦年別】（倍）
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有効求人倍率
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（左目盛）

有効求人倍率（介護関係職種） （原数値）と失業率（季節調整値）
【平成26年3月～31年4月／月別】
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○ 介護関係の職種の有効求⼈倍率は、依然として⾼い⽔準にあり、全産業より⾼い⽔準で推移している。

介護関係職種の人材確保の状況と労働市場の動向（有効求人倍率と失業率の動向）

2

2.95 
2.93 

2.54 

3.74 

2.62 

3.03 
3.19 

5.02 

3.10 

4.10 

4.60 

4.66 

7.05 

4.55 

3.17 

4.93 

3.62 

4.24 

2.52 

3.31 

5.93 

4.54 

6.16 

4.14 

3.03 

4.07 

5.18 

3.87 

5.02 

3.00 2.77 2.75 

3.95 3.83 

3.48 3.45 3.48 
3…

2.62 

3.72 

2.95 
2.80 

3.20 

2.76 2.74 2.69 
2.46 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

職業計 介護関係の職種

都道府県別有効求人倍率（令和元年6月）と地域別の高齢化の状況

介護平均 4.08倍

全体平均 1.37倍

(資料出所) 厚生労働省「職業安定業務統計」 ( 注) 介護関連職種は、ホームヘルパー、介護支援専門員、介護福祉士等のこと。

○ 介護分野の有効求人倍率は、地域ごとに大きな差異があり、地域によって高齢化の状況等も異なる。
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注）介護職員（施設等）：訪問介護以外の指定事業所で働く者。
訪問介護員：訪問介護事業所で働く者。

【出典】平成２１～２９年度介護労働実態調査 （(公財)介護労働安定センター）

○ 介護サービス事業所における⼈⼿不⾜感は強くなってきており、訪問介護で顕著。また、採⽤が困難であることを⼈⼿不⾜感の
理由に挙げる割合が⾼い。

介護サービス事業所における介護職員の充足状況

注）訪問介護員・介護職員を含む従業員全体で見た場合に、「大いに不足」、「不
足」、「やや不足」を選択した施設・事業所が回答。
【出典】平成２９年度介護労働実態調査 （(公財)介護労働安定センター）
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※前職の職種について「介護関係職種」と回答した人を対象に前職の離職の理由を調査。
【出典】平成２９年度介護労働実態調査 （(公財)介護労働安定センター）

○ 介護関係職種が退職を検討するきっかけとして、
・ 上位に、「職場の⼈間関係」や「法⼈・事業所の理念や運営のあり⽅」に対する不満とともに、
・ 「収入が少なかったため」という理由も挙げられている。

20.0%
18.3% 17.8%

16.3% 15.6% 15.0%

11.5%

7.2%
6.0%

4.6% 4.2% 3.8%
2.7%

10.7%

4.7%

職
場
の
人
間
関
係
に
問
題
が
あ
っ
た

た
め

結
婚
・
出
産
・
妊
娠
・
育
児
の
た
め

法
人
や
施
設
・
事
業
所
の
理
念
や
運

営
の
あ
り
方
に
不
満
が
あ
っ
た
た
め

他
に
良
い
仕
事
・
職
場
が
あ
っ
た
た

め

自
分
の
将
来
の
見
込
み
が
立
た
な

か
っ
た
た
め

収
入
が
少
な
か
っ
た
た
め

新
し
い
資
格
を
取
っ
た
か
ら

人
員
整
理
・
勧
奨
退
職
・
法
人
解

散
・
事
業
不
振
等
の
た
め

自
分
に
向
か
な
い
仕
事
だ
っ
た
た
め

家
族
の
介
護
・
看
護
の
た
め

病
気
・
高
齢
の
た
め

家
族
の
転
職
・
転
勤
、
又
は
事
業
所

の
移
転
の
た
め

定
年
・
雇
用
契
約
の
満
了
の
た
め

そ
の
他

無
回
答

前職の仕事をやめた理由（介護関係職種︓複数回答）

5

介護職員の平均勤続年数（職種別，年齢別）
○ 介護職員の平均勤続年数について、職種間及び産業計と比較すると、30〜34歳までは概ね変わらないが、35歳以上
は下回っている。
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（勤続年数）

介護職員 看護師 准看護師 理学療法士、

作業療法士

介護支援専門員 産業計

（勤続年数）

【出典】厚生労働省「平成２９年賃金構造基本統計調査」に基づき老健局老人保健課において作成。
注１）一般労働者とは、「短時間労働者」以外の者をいう。

短時間労働者とは、１日の所定労働時間が一般の労働者よりも短い者、又は１日の所定労働時間が一般の労働者と同じでも１週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない
者をいう。

注２）介護職員は「ホームヘルパー」と「福祉施設介護員」の加重平均。
注３）産業計は「100人以上規模企業における役職者」を除いて算出。なお、職種別には役職者は含まれていない。 6
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介護職員数の推移

職員数

【出典】 厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」（介護職員数）、「介護保険事業状況報告」（要介護（要支援）認定者数）

176.5

○ 本表における介護職員数は、介護保険給付の対象となる介護サービス事業所、介護保険施設に従事する介護職員数。

170.8
183.1 183.3

注１） 平成21年度以降は、調査方法の変更による回収率変動等の影響を受けていることから、厚生労働省（社会･援護局）にて推計したもの。
（平成20年まではほぼ100%の回収率 → (例)平成29年の回収率：訪問介護91.7%、通所介護86.6%､介護老人福祉施設92.5%）

・補正の考え方：入所系（短期入所生活介護を除く）・通所介護は①施設数に着目した割り戻し、それ以外は②利用者数に着目した割り戻しにより行った。
注２） 各年の「介護サービス施設・事業所調査」の数値の合計から算出しているため、年ごとに、調査対象サービスの範囲に相違がり、以下のサービスの介護職員については、含まれていない。

（特定施設入居者生活介護：平成12～15年、地域密着型介護老人福祉施設：平成18年、通所リハビリテーションの介護職員数は全ての年に含めていない）
注３） 介護職員数は、常勤、非常勤を含めた実人員数である。（各年度の10月1日現在）
注４） 平成27年度以降の介護職員数には、介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）に従事する介護職員数は含まれていない。（【参考・推計値】平成27年度：0.8万人、平成28年度：6.6

万人、平成29年度：8.3万人 ※総合事業のうち従前の介護予防訪問介護等に相当するサービスに従事する介護職員数の推計。）

186.8
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２０１６年度
（平成２８年度）

第７期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数について

２０２０年度
（平成３２年度）

２０２５年度
（平成３７年度）

○ 第７期介護保険事業計画の介護サービス⾒込み量等に基づき、都道府県が推計した介護⼈材の需要を⾒ると、
２０２０年度末には約２１６万⼈、２０２５年度末には約２４５万⼈が必要。

○ ２０１６年度の約１９０万⼈に加え、２０２０年度末までに約２６万⼈、２０２５年度末までに約５５万⼈、
年間６万⼈程度の介護⼈材を確保する必要がある。
※ 介護⼈材数は、介護保険給付の対象となる介護サービス事業所、介護保険施設に従事する介護職員数に、介護予防・日常生活支援総合
事業のうち従前の介護予防訪問介護等に相当するサービスに従事する介護職員数を加えたもの。

○ 国においては、①介護職員の処遇改善、②多様な⼈材の確保・育成、③離職防⽌・定着促進・生産性向上、
④介護職の魅⼒向上、⑤外国⼈材の受⼊環境整備など総合的な介護⼈材確保対策に取り組む。

注１）需要⾒込み（約216万⼈・245万⼈）については、市町村により第７期介護保険事業計画に位置付けられたサービス⾒込み量（総合事業を含む）等
に基づく都道府県による推計値を集計したもの。

注２）2016年度の約190万⼈は、「介護サービス施設・事業所調査」の介護職員数（回収率等による補正後）に、総合事業のうち従前の介護予防訪問介
護等に相当するサービスに従事する介護職員数（推計値︓約6.6万⼈）を加えたもの。

約
26
万
人

第７期計画期間（2018～2020） 第８期計画期間（2021～2023） 第９期計画期間（2024～2026）

約１９０万人

約２１６万人
（需要）

約２４５万人
（需要）

約
55
万
人
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《2040年までの人⼝構造の変化》
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《就業者数の推移》

（万⼈）

⼈⼝構造の推移を⾒ると、2025年以降、「⾼齢者の急増」から「現役世代の急減」に局⾯が変化。
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２０４０年における医療・介護の患者数・利用者数・就業者数の見通し
（計画ベースの場合）

2018年度 2025年度 2040年度

患者数・
利用者数

（万人）

医
療

入院 132 132 140

外来 783 794 753

介
護

施設 104 121 162

居住系 46 57 76

在宅 353 427 509

就業者数
（万人）

医療福祉分野に
おける就業者数

823
[12.5%]

931
[14.7%]

1,065
[18.8%]

医療 309 322 328

介護
334

（200）
406

（245）
505

（305）

※ 患者数はある日に医療機関に入院中又は外来受診した患者数。利用者数は、ある月における介護サービスの利用者数であり、総合事業等における利用者
数を含まない。

※ 就業者数欄の「医療福祉分野における就業者数」は、医療・介護分に、その他の福祉分野の就業者数等を合わせた推計値。医療分、介護分ともに、直接に
医療に従事する者や介護に従事する者以外に、間接業務に従事する者も含めた数値である。［ ］内は、就業者数全体に対する割合。（ ）内は、介護職員の
数。なお、介護職員数は、総合事業（従前相当及び基準緩和型）における就業者数を含む。 10

総合的な介護人材確保対策（主な取組）
これまでの主な対策

（実績）月額平均５．７万円の改善
月額平均１.4万円の改善（29年度～）
月額平均1.3万円の改善（27年度～）
月額平均0.6万円の改善（24年度～）
月額平均2.4万円の改善（21年度～）

○ 介護福祉士修学資金貸付、再就職準
備金貸付による支援

○ 中高年齢者等の介護未経験者に対す
る入門的研修の実施から、研修受講後の
マッチングまでを一体的に支援

○ 介護ロボット・ＩＣＴの活用推進
○ 介護施設・事業所内の保育施設の設
置・運営の支援

○ キャリアアップのための研修受講負担軽
減や代替職員の確保支援

◎ リーダー級の介護職員について他産業
と遜色ない賃金水準を目指し、経験・技
能のある介護職員に重点化しつつ、更な
る処遇改善を2019年10月より実施予定

○ 学生やその保護者、進路指導担当者
等への介護の仕事の理解促進

○ 介護を知るための体験型イベントの開催

◎ 入門的研修受講者等への更なるス
テップアップ支援（介護の周辺業務等の
体験支援）

◎ 介護職機能分化・多職種チームケア等
の推進

◎ 介護ロボット・ＩＣＴ活用推進の加速化
◎ 生産性向上ガイドラインの策定・普及
◎ 認証評価制度ガイドラインの策定・普及

◎ 若者、子育て層、アクティブシニア層に
対する介護職の魅力などの発信

介護職員の
処遇改善

多様な人材
の確保・育成

離職防⽌
定着促進
⽣産性向上

介護職
の魅⼒向上

今後、さらに講じる主な対策

外国人材の受
入れ環境整備

○ 介護福祉士を目指す留学生等の支援
（介護福祉士修学資金の貸付推進、日
常生活面での相談支援等）

◎ 「特定技能」等外国人介護人材の受入
環境整備（介護技能向上のための集合
研修、介護の日本語学習支援、介護業
務等の相談支援・巡回訪問の実施等） 11

介護⼈材の需給ギャップ問題への対応

介護⼈材の確保対策

①処遇改善

②⼈材確保・育成

③離職防⽌、定着促進、⽣産性向上

④介護職の魅⼒向上

⑤外国⼈材の受入れ環境整備

「現役世代の急減」という⼈口構造の大きな変化に対処するためには、「介護⼈材の確保対策」
の枠を超えて、総合的に取組むことが不可⽋

現役世代の急減

異なる地域事情

総合的な取組みへと展開

〇介護予防等により、介護サービス需
要を減らす

〇より少ない⼈⼿でも回っていく介護
現場を実現
・テクノロジーの徹底活⽤
・組織マネジメント改革
・経営の大規模化・協働化等

〇地域共⽣の取組みにより、⽣活支
援が循環していく地域づくり

12

7 8

9 10

11 12
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2040年を展望し、誰もがより長く元気に活躍できる社会の実現 令和元年5月29日
第2回2040年を展望した社会保
障・働き方改革本部 配付資料

【健康寿命延伸プラン】
⇒2040年までに、健康寿命を男⼥ともに
３年以上延伸し、75歳以上に

〇 ①健康無関心層へのアプローチの強化、
②地域・保険者間の格差の解消により、
以下の3分野を中心に、取組を推進
・次世代を含めたすべての⼈の健やかな

生活習慣形成等
・疾病予防・重症化予防
・介護予防・フレイル対策、認知症予防

【雇⽤・年⾦制度改革等】
○ 70歳までの就業機会の確保
○ 就職氷河期世代の方々の活躍の場を

更に広げるための支援
（厚⽣労働省就職氷河期世代活躍⽀援プラン）

○ 中途採用の拡大、副業・兼業の促進
○ 地域共生・地域の支え合い
○⼈生１００年時代に向けた年⾦制度改革

【医療・福祉サービス改革プラン】
⇒2040年時点で、単位時間当たりのサービス

提供を５％（医師は７％）以上改善
〇 以下の４つのアプローチにより、取組を推進

・ロボット・AI・ICT等の実用化推進、
データヘルス改革

・タスクシフティングを担う⼈材の育成、
シニア⼈材の活用推進

・組織マネジメント改革
・経営の大規模化・協働化

給付と負担の⾒直し等による社会保障の持続可能性の確保
≪引き続き取り組む政策課題≫

≪現役世代の人口の急減という新たな局面に対応した政策課題≫

2040年を展望し、誰もがより⻑く元気に活躍できる社会の実現を目指す。

多様な就労・社会参加 健康寿命の延伸 医療・福祉サービス改革

● 2040年を展望すると、高齢者の人⼝の伸びは落ち着き、現役世代（担い手）が急減する。
→「総就業者数の増加」とともに、「より少ない人手でも回る医療・福祉の現場を実現」することが必要。

● 今後、国⺠誰もが、より⻑く、元気に活躍できるよう、以下の取組を進める。
①多様な就労・社会参加の環境整備、②健康寿命の延伸、③医療・福祉サービスの改革による⽣産性の向上
④給付と負担の⾒直し等による社会保障の持続可能性の確保

● また、社会保障の枠内で考えるだけでなく、農業、⾦融、住宅、健康な食事、創薬にもウイングを拡げ､関連する政策
領域との連携の中で新たな展開を図っていく。

13

高齢者の身体面の変化

14

○ 1998年から2016年までの18年間で、高齢者の体力は５歳超若返っている。

新体力テストの合計点の年次推移

37.7 

34.6 

30.4 

36.8 

33.5 

29.6 

42.2 

38.9 

35.2 

41.7 

38.3 

35.5 

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

65～69 70～74 75～79 65～69 70～74 75～79

女性

：1998年

（点）

男性

出典：「平成28年度体力・運動能力調査」（文部科学省）

：2016年

（年齢）

75.32

76.32

72.37

73.62

72

73

74

75

76

77

H22 H28

2.95

2.70

女性

【資料】
○平均寿命:厚生労働省「平成22年完全生命表」

「平成25年簡易生命表」
「平成28年簡易生命表」

○健康寿命:厚生労働省「平成22年/平成25年/平成28年簡易生命表」
厚生労働省「平成22年/平成25年/平成28年人口動態統計」
厚生労働省「平成22年/平成25年/平成28年国民生活基礎調査」
総務省「平成22年/平成25年/平成28年推計人口」

より算出

74.79

74.21

73.62

72.14

71.19

70.42

87.14

86.61

86.30

80.98

80.21

79.55
男性

平成22年

平成25年

平成28年

女性

平成22年

平成25年

平成28年

9.13
年

12.40
年

9.02
年

12.68年

12.35
年

8.84
年

○都道府県格差※の縮小

※ 厚生労働科学研究費補助金：健康寿命及び地域格差の要因分析と健康増進対策の効果検証に関する研究（研究代表者 辻一郎）において算出。
※ 平成28年（2016）調査では熊本県は震災の影響で調査なし。
※ 健康寿命を用いたその他の主な政府指標
・ 健康日本２１（第二次）の目標：平均寿命の増加分を上回る健康寿命の増加（平成３４年度）
・日本再興戦略及び健康・医療戦略の目標：「2020年までに国民の健康寿命を1歳以上延伸」
・ 一億総活躍プランの指標：「平均寿命を上回る健康寿命の延伸加速を実現し、2025年までに健康寿命を２歳以上延伸」

※日常生活に制限のない期間の平均の都道府県格差

71.7
4

73.2
1

68.9
5

71.2
1

68.5

69.5

70.5

71.5

72.5

73.5

2.00

2.79

男性

H22 H28

健康寿命は全体として延伸しており、格差
も縮小している。

最長県 最短県

○ 健康寿命は、平成22年と比べて、６年間で、男性は1.72歳、女性は1.17歳伸び、平均寿命との差が男性で
0.29歳、女性で0.33歳縮まった。

○ 都道府県間の格差についても縮小している。

健康寿命と平均寿命の推移

15
（備考）総務省「労働力調査」により作成。

生産年齢人口・労働力人口・就業者数の推移 就業率の推移

51.5 

67.4 

29.7 

23.0 

15
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30

35

40

45

50

55

60

65

70

1973 80 90 2000 10 17

（％）

（年）

65歳以上

女性（15-64歳）

13

○ 2013年以降、生産年齢人口が減少する一方で、就業者数が増加。
○ その要因は、①景気の回復による労働需要の増加に加え、②各種施策の推進により、女性及び高齢者の就

業が促進されたこと。

労働力人口・就業者数の推移

16

7000

8000

9000

5000

6000

7000

1973 80 90 2000 10 1713

労働力人口

就業者数

生産年齢人口
（15～64歳・目盛右）

5326

5259

6720

6530

7422

7604

（万人）

（年）

（万人）

2018 2025 2040

823万人
（12%）

6,664万人

930万人程度
（14~15%程度）うち

医療･福祉

需要面から推計した医療福祉分野の就業者数の推移

20402040

1,070万人程度
（18~20%程度）

6,082万人

6,490万人
～（※）

5,245万人

6,024万人
～（※）

※︓総就業者数は雇用政策研究会資料（平成31年１⽉15日）。総就業者数のうち、下の数値は経済成⻑と労働参加が進まないケース、上の数値は進むケースを記載。

需要面・供給面を勘案した
「医療・福祉」の就業者数
経済成⻑と労働参加が
適切に進むケース

6,024万人

974万人
（16%）

・ 健康寿命の延伸
⇒男⼥ともに３年以上延伸し、
75歳以上に

・ 医療・福祉サービス改革
⇒単位時間当たりのサービス提供を

５％（医師は７％）以上改善
・ 改革により⽣産性が
向上し、
・ 医療・介護需要が
⼀定程度低下した場合

（参考）

改革後の就業者数

新たな労働⼒の需給推計等を踏まえたマンパワーのシミュレーション（平成30年5月21日）の改定

963万人

926万人
～
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10
通いの場の数と参加率の推移 参加率(％)（万箇所）

H25 H26 H27 H28 H29

● 今夏に向けて、「健康寿命延伸プラン」を策定。
→2040年までに健康寿命を男⼥ともに３年以上延伸し（2016年⽐）、75歳以上とすることを目指す。

2040年の具体的な目標（男性︓75.14年以上 ⼥性︓77.79年以上）

①健康無関心層も含めた予防・健康づくりの推進、②地域・保険者間の格差の解消に向け、 「自然に健康
になれる環境づくり」や「⾏動変容を促す仕掛け」など「新たな⼿法」も活⽤し、以下３分野を中心に取組を推進。

（施策例）
 栄養サミット2020（各国首脳級）を契機とし

た官⺠の様々な主体と連携した⾷環境づくり

健康な食事や運動
ができる環境 ⾏動経済学の活⽤

自然に健康になれる環境づくり ⾏動変容を促す仕掛け

あだちベジタベライフ
飲⾷店での野菜メニュー
の提供（⾜⽴区）

①健康無関心層も含めた予防・健康づくりの推進 ②地域・保険者間の格差の解消

スマートミール認証制度
大⼿コンビニなど、2万弱の
店舗が認証。（日本栄養
改善学会など）

18

次世代を含めたすべての人の
健やかな⽣活習慣形成等Ⅰ 疾病予防・重症化予防Ⅱ 介護予防・フレイル対策、

認知症予防Ⅲ

がんが怖くて検診が
不安な層へのメッセージ

がんに無関心な層への
メッセージ

ターゲット別に異なるメッセージ例

先進的な取組例

居場所づくりや社会参加

（施策例）
 保険者インセンティブの強化(配点基準のメ

リハリ強化、成果指標の導⼊･拡大の検討)
 特定健診とがん検診の同時実施や効果的な

受診勧奨などナッジの活用例の横展開

（施策例）
 「通いの場」等の更なる拡充に向け、保険者
へのインセンティブ措置の強化

 介護報酬上のインセンティブ措置の強化
 「共⽣」・「予防」を柱とした認知症施策の推進

インセンティブ

健康寿命の更なる延伸（健康寿命延伸プラン）

13 14

15 16

17 18
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医療保険・介護保険における予防・健康づくりの一体的実施

19

身体を動かす場

医師会等
（かかりつけ医等）

地域ぐるみで介護・フレイル予防を一体的に実施 ⇒ 健康寿命の延伸

【一体的に実施】

保健指導の
情報共有

受診勧奨

フレイルチェック、
保健指導等

参加

・・・
※多様な主体が運営
（住⺠組織、ＮＰＯ、⺠間企業等）

※公共施設等も活用

地域の⾼齢者

参加の働きかけ

受診 関係団体

連携

協力

連携
協力

市町村
（保健師、栄養士等）

参加の働きかけ
個別アプローチ

⽴上げ支援、定期訪問

※身体を動かす場等の箇所数○ ⾼齢者の身体を動かす場（通いの場）を
中心とした介護予防（フレイル対策(運動、
口腔、栄養等)を含む）と⽣活習慣病等
の疾病予防・重症化予防の⼀体的実施。

○ 通いの場の拡大、⾼齢者に対して⽣きが
い・役割を付与するための運営支援、かか
りつけの医療機関等との連携。

介護予防

65 75（年齢）

介
護

医
療

フレイル
対策

生活習慣病対策

(市町村)

【健保・国保】 【後期高齢者医療】(広域連合)

業
界
イ
メ
ー
ジ

刷
新

● 今夏に向けて、「医療・福祉サービス改革プラン」を策定。
→2040年時点において、医療・福祉分野の単位時間当たりのサービス提供(※)について５％（医師については７％）

以上の改善を目指す
● 以下４つの改革を通じて、医療・福祉サービス改革による⽣産性の向上を図る。

③ロボット・センサー・ICT

入所者のケア 間接業務

①業務仕分け

・就労
・有償ボランティア

夜勤業務・記録入⼒
の効率化等

②元気高齢者

質
の
向
上

介護専門職が
担うべき業務に重点化

介護現場の革新

地域に新
たな活躍の
場の創出

ベッドメイキング、⾷事の配膳、
ケア記録の入⼒等

ロボット・AI・ICT等、
データヘルス改革Ⅰ タスクシフティング、

シニア人材の活⽤推進Ⅱ 組織マネジメント改革Ⅲ 経営の大規模化・
協働化Ⅳ

Ⅰ〜Ⅲの
例

医療・介護インフラのスマート化
（担い⼿不⾜の解消）
個⼈の主体化を支える

（心身機能の維持・拡張等）
共に支える新たな関係の形成

（テクノロジーによるインクルージョン）

3つのアプローチ

人と先端技術が共⽣し、一人ひとりの⽣き方を共に支える次世代ケアの実現

⼈と技術が共⽣し、
その⼈なりの価値を届けることができる

誰もが幸せの実現に向けて、
自分に合った⽣き⽅を選択できる
誰もがどんな状態であっても、
「これでいい」と自然に思える

2040年の理想的な姿

日本は、海外から多くの投資・⼈が
集まるイノベーションハブに

３つのアプローチを支える基盤
●官（政府部門）のインテリジェンス機能強化
●有望な技術領域の特定、官のリソースの重点
配分（ムーンショット型研究開発等）

●先端技術の社会実装の加速誘導策・・・

OriHime-D オリィ研究所
外出困難な⼈のテレワークを可能に

≪例≫

Ⅰの例
（未来イノベーションWG︓経済産業省と連携）

（今後の施策例）▶「未来社会を⾒据えた研究開発」
▶「地域を定めた実証実験」 20

※（各分野の）利⽤者数÷従事者の総労働時間で算出される指標。（テクノロジーの活⽤や業務の適切な分担により、医療・福祉の現場全体で必要なサービスがより効率的に提供されると改善。）

●本年５月以降、以下の取組を⾏うパイロット事業を実施し、効
果検証後、全国に普及。

①業務フローの分析・仕分け、②元気⾼齢者の活躍、③ロボット・セン
サー・ICTの活⽤、④介護業界のイメージ改善と⼈材確保・定着促進

労働⼒制約が強まる中での医療・福祉サービスの確保（医療・福祉サービス改革プラン）

ロボット・AI・ICT等の実⽤化推進、
データヘルス改革Ⅰ

タスクシフティング、シニア人材の活⽤推進Ⅱ

組織マネジメント改革Ⅲ

経営の大規模化・協働化Ⅳ

医療・福祉サービス改革プランの概要

 2040年に向けたロボット・AI等の研究開発、実⽤化
（未来イノベーションＷＧの提言を踏まえ、経済産業省、文部科学省等と

連携し推進）

 データヘルス改革
（2020年度までの事業の着実な実施と改革の更なる推進）

 介護分野で①業務仕分け、②元気⾼齢者の活躍、③ロボット・
センサー・ICTの活⽤、④介護業界のイメージ改善を⾏うパイロッ
ト事業を実施
（2020年度から全国に普及・展開）

 オンラインでの服薬指導を含めた医療の充実
（本通常国会に薬機法改正法案を提出、指針の定期的な見直し） 等

 意識改革、業務効率化等による医療機関における労働時間
短縮・福祉分野の⽣産性向上ガイドラインの作成・普及・改善
（優良事例の全国展開）

 現場の効率化に向けた⼯夫を促す報酬制度への⾒直し
（実績評価の拡充など）
（次期報酬改定に向けて検討）

 ⽂書量削減に向けた取組
（2020年代初頭までに介護の文書量半減）

報酬改定対応コストの削減
（次期報酬改定に向けて検討）

等

 チーム医療を促進するための⼈材育成
（2023年度までに外科等の領域で活躍する特定行為研修を修了し

た看護師を１万人育成 等）

 介護助⼿等としてシニア層を活かす⽅策
（2021年度までに入門的研修を通じて介護施設等とマッチングした者

の数を2018年度から15%増加）

等

 医療法⼈・社会福祉法⼈それぞれの合併等の好事例の普及
（今年度に好事例の収集・分析、2020年度に全国に展開）

 医療法⼈の経営統合等に向けたインセンティブの付与
（今年度に優遇融資制度を創設、2020年度から実施）

 社会福祉法⼈の事業の協働化等の促進⽅策等の検討
（今年度に検討会を実施し、検討結果をとりまとめ）

等
21

先端技術の活⽤による、介護サービスの効率化の事例
 社会福祉法⼈善光会（東京都大⽥区）では、特別養護⽼⼈ホーム・通所介護施設
などの複合施設において、⾒守りセンサーや電⼦記録アプリを活⽤し、介護の質を確保
しつつ、オペレーションの効率化を実現。
※結果的に、特別養護⽼⼈ホームフロース東糀⾕では職員平均年収が約480万円と
なり、東京都の特養職員平均年収（約420万円）を上回る。

※一般的な特養の利用者と職員の比率は、２：１程度。

 ⾒守りセンサーや電⼦記録アプリなど、先
端技術を積極的に活⽤。

（出所）善光会資料・ヒアリングを元に作成

（注）特別養護⽼⼈ホームフロース東糀⾕の実績値

善光会の取組 人員配置⽐率の向上

22

介護現場革新会議

人手不足の時代に対応した
マネジメントモデルの構築

利用者のケア 周辺業務

ベットメイキング、食事の配膳、
清掃等

元気高齢者
の活躍

介護専門職が
担うべき業務に重点化

ロボット・センサー、
ICTの活用

介護サービス利用者と介護現場のための「介護現場革新会議の基本方針」

業務課題

機器をマッチング

施設における課題を洗い出した後、

その解決のためにロボット・センサー、ICT

を用いることで、介護職員の身体的・精神

的負担を軽減し、介護の質を維持しながら、

効率的な業務運営を実現する。

（特に見守りセンサー・ケア記録等）

介護業界のイメージ改善と
人材確保・定着促進

守
り

介護人材の定着支援

■ 結婚や出産、子育てをしながら
働ける環境整備

■ 定年退職まで働ける賃金体系、
キャリアラダーの確立

■ 成功体験の共有、発表の実施

攻
め

新規介護人材の確保

■ 中学生、高校生等の進路選択に際し
て、介護職の魅力を正しく認識し
就業してもらえるよう、進路指導の
教員等への働きかけを強化

■ 定年退職警察官や退職自衛官の介護
現場への就業促進

厚生労働省と関係団体が一体となって以下の内容に取り組む。2019年度については、都道府県（又は政令市）と関係団体が協力して、
全国数カ所でパイロット事業を実施。

■ 介護専門職が利用者のケアに特化できる

環境を整備する観点から、①介護現場に

おける業務を洗い出した上で、②業務の

切り分けと役割分担等により、業務整理。

■ 周辺業務を地域の元気高齢者等に担って

もらうことにより、介護職員の専門性と

介護の質向上につなげる。

※赤字部分は、優先的な取組事項

業
務
の
洗
い
出
し

これらの前提として、以下の考え方が基盤となる。

■ 介護は、介護者と利用者の関係を基本として、人と人の間で行われるものであり、介護人材の充実が欠かせない。
■ 介護施設においてはチームケアが必須となっていることから、良好な人間関係の構築は極めて重要である。

管理職や新人職員に対してはメンター職員が普段から話を聞く等の意思疎通と、丁寧な心のケアが求められる。

公益社団法人全国老人福祉施設協議会 会長 石川 憲 公益社団法人全国老人福祉施設協議会 副会長 木村 哲之

公益社団法人全国老人保健施設協会 会長 東 憲太郎 公益社団法人全国老人保健施設協会 副会長 本間 達也

公益社団法人日本医師会 会長 横倉 義武 公益社団法人日本医師会 常任理事 江澤 和彦

公益社団法人日本認知症グループホーム協会 会長 河﨑 茂子 公益社団法人日本認知症グループホーム協会 副会長 佐々木 薫

一般社団法人日本慢性期医療協会 会長 武久 洋三 一般社団法人日本慢性期医療協会 副会長 池端 幸彦

「介護現場革新会議」委員
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宮城県 福島県 神奈川県 三重県 熊本県 横浜市 北九州市
協同組合の活⽤ 介護オープンラボ AIの活⽤ 介護助⼿の活⽤ 介護の魅⼒発信 外国人人材への支援 ロボット・ICTの活⽤

業

務

改

善

業務仕分け

◇課題の検証 ◇若⼿経営者による
業務仕分け

◇業務の洗い出しと切
り分け

◇タイムスタディ ◇業務分析
◇業務や課題の⾒え
る化

◇業務の標準化・平
準化・簡素化

◇業務整理

介護助⼿
◇介護助⼿導入 ◇⾼齢者による介護

補助・⾒守り
◇介護助⼿の効果

的な導入方法の
検討

◇介護助⼿の活⽤ ◇⾼齢者・有償ボラン
ティア等の活⽤

ロボット
ICT

◇協同組合による
ICT等の活⽤

◇業務仕分け結果を
踏まえた効率化

◇ロボット・ICT・モバ
イル端末等の活⽤

◇ロボット・ICTの活⽤

◇介護現場の実態に
合わせた介護記録
ソフトの共同開発

◇インカムの活⽤ ◇ロボット・ICTの活⽤◇ICTの活⽤

◇⾳声入⼒による介
護記録の作成支援

◇ロボット・ICTの活⽤
◇介護記録・⾒守りセン

サー等におけるプラッ
トフォームの活⽤

◇ロボット等を活⽤した
働き方等の好事例を
作成

その他
◇取組成果の横展開
を目的としたセミナー

◇好事例横展開 ◇効率的な勤務シフト
の検討

魅⼒発信

◇介護の魅⼒・イメー
ジアップ

◇介護オープンラボ
（産学官連携）

◇かながわ感動大賞 ◇プロモーションビデオ
等による介護現場
の魅⼒発信

◇教職員のイメージ
改善

◇介護職の⾔葉・写
真による魅⼒発信

◇福祉系高校と連携
した学校現場への
働きかけ

◇外国語版｢介護の
仕事PRビデオ｣作成

◇先進的介護ワーク
ショップ

⼈材確保・育成

◇協同組合による介
護職のキャリアパ
スの構築

◇AIを活⽤したケア
プラン点検

◇アプリを活⽤した研
修の効率化

◇退職自衛官に対す
る福祉分野への再
就職働きかけ

◇e-ラーニングによる
介護の知識・技能・
日本語等習得支援

◇介護ロボットマスター
育成講習

その他
◇協同組合による物

品調達の合理化
◇大学と連携「音楽
活動のマニュアル化」

介護現場革新会議「パイロット事業」各自治体の取組

特養１
特養10

⽼健７

特養１ 特養３

特養１、⽼健２

特養１、⽼健２

特養１、⽼健１

特養１、⽼健１

特養１、⽼健１特養３、⽼健１、
グループホーム１、
特定１、訪問介護１

特養２、⽼健２

特養１

特養１

特養１

特養４

特養１

特養１

特養１
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23 24
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介護現場革新会議「パイロット事業」各自治体の代表的な取組

三重県① ＜介護助⼿の効果的な導入方法の検討＞

◆ 三重県⽼⼈保健施設協会が平成27年度から介護助⼿を他県に先駆けて導入
◆ 業務の切り出し等のポイントを記載したマニュアルを作成・公表

これまでの経緯

効果的な導入に向けて

三重県⽼⼈保健施設協会

介護助⼿の効果的な導入法を検討し、その成果を施設に周知

◆ 各実施機関の専門的知⾒を活⽤
◆ マニュアルを⽤いた介護助⼿の導入・定着

【各実施機関】

東京都健康⻑寿
医療センター

介護助⼿導入施設

三重県⽼⼈保健施設協会の調査によれば、介護助⼿を
導入した25の⽼健施設全体で、離職率の低下が⾒られる。

◆ 介護助⼿をどの程度配置すれば、どのような
改善（アウトカム）が期待できるかなどを把握

25

【平成２９年度実績】
• 実施施設数 10施設
• 説明会参加者数 240名
• 採⽤者数（３か月のパート雇⽤） 48名
• 事業終了後の継続雇⽤者数 47名

介護現場革新会議「パイロット事業」各自治体の代表的な取組
三重県② ＜介護現場の魅⼒発信の強化＞

福祉の仕事のイメージ

魅⼒発信の強化に向けて

＜仕事場の雰囲気＞

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教職員

保護者

中学生

良い やや良い あまり良くない
良くない わからない 無回答

◆ 福祉の仕事のイメージは、中学⽣よりも保護者・教職員の方が低い傾向
＜賃⾦・給与＞

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教職員

保護者

中学生

良い やや良い あまり良くない
良くない わからない 無回答

＜キャリアアップ＞

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教職員

保護者

中学生

しやすい ややしやすい ややしにくい
しにくい わからない 無回答

※平成30年度 福祉の仕事に関する意識調査 中学⽣分より抜粋（三重県福祉⼈材センター）

◆ 介護現場の魅⼒ある取組や活き活きと働く職
員の姿等を収録したプロモーションビデオを作成

◆ 介護福祉士を目指してもらえるよう、近年の処
遇改善や学費支援の状況をPRするリーフレッ
トを作成

◆ 介護福祉士の若⼿有志が職員の活⼒や熱意
を直接伝える取組を実施

◆ これらを学校訪問やイベント等の際に活⽤・実
施し、学⽣、保護者、教職員に魅⼒を発信

◆ 教員が抱く介護の仕事に対するイメージが、
学⽣に伝播することが想定される

◆ 教員免許を取得する過程で、介護等の仕事
を体験する機会があり、その際に介護等の仕
事に対するイメージが形成される可能性がある

◆ 体験受入施設の職員、教育委員会、学校
関係者等からなるワーキンググループを⽴ち上
げ、受入施設向けのプログラム例を作成

学校訪問の等の強化１

◆ 正しい情報の発信 ◆ 保護者・教員の理解促進 ◆ 従事者からの働きかけ強化

教員のイメージ改善２ 介護技術コンテストの拡充３
◆ 介護技術コンテストについて、従来の⼀般公募
に加え、関係団体からの推薦者を加えるととも
に、拡大した予選会を経て決勝戦を⾏うなど、
コンテスト自体を拡充

◆ コンテスト優勝者には１年間、「みえ介護魅⼒
発信者」として、県内各地のイベントに出向いて
介護の仕事の魅⼒を発信

◆ 決勝戦の模様等を収めた動画・冊⼦を作成し、
県内各地のイベントで配布

26

介護現場革新会議「パイロット事業」各自治体の代表的な取組

取組内容

横浜市 ＜外国人介護人材への支援＞

◆ ポータブル翻訳機で音声入⼒し、内容をテキスト変換
◆ 音声入⼒の内容を介護記録に反映

◆ ベトナム語版へ翻訳したｅラーニングシステムやコンテンツの活⽤
◆ 日本の介護現場で働くため上で必要となる基本的な介護の知識・技能・日本語等の習得支援

◆ 介護の仕事の魅⼒を海外にＰＲすることを目的に、外国⼈介護職員向けのプロモーションビデオを作成

◆ 外国人との正確なコミュニケーション
◆ 介護記録作成の⼿間を削減

⾳声入⼒による介護記録の作成支援１

eラーニングを⽤いた介護の知識・技能・日本語等の習得支援２

外国語版「介護の仕事ＰＲビデオ」の作成３

27

（単位：千人）

（年）
出典：厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況」（各年10月末現在）
注１：【 】は、前年同期比を示している。
注２：「専門的・技術的分野の在留資格」とは、就労目的で在留が認められるものであり、経営者、技術者、研究者、外国料理の調理師等が該当する。
注３：「身分に基づく在留資格」とは、我が国において有する身分又は地位に基づくものであり、永住者、日系人等が該当する。
注４：「特定活動」とは、法務大臣が個々の外国人について特に指定する活動を行うもの。
注５：「資格外活動」とは、本来の在留目的である活動以外に就労活動を行うもの（原則、週28時間以内）であり、留学生のアルバイト等が該当する。
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専門的・技術的分野の在留資格 特定活動 技能実習 資格外活動 身分に基づく在留資格 総数

【+8.0%】

【+15.7%】

【+19.7%】

【+16.1%】

【+35.6%】

外国人材の活用

在留資格別にみた外国人労働者の推移

中小企業等の⼈⼿不⾜の深刻化を踏まえ、⼀定の専門性･技能を有し即戦⼒となる外国⼈
材に関し、就労を目的とする新たな在留資格を創設。 28

介護現場革新会議「パイロット事業」各自治体の代表的な取組

取組内容

◆ 入居者のQOL向上 ◆ 介護職員の負担軽減 ◆効率的な勤務シフトの検討

◆ 過去の実証で確認できた介護ロボット・ICTの可能性を効果的に活⽤
◆ 日中及び夜間介護を改革する仮説を基に実証・分析
◆ 理想的な介護現場（⼈員配置・業務シフト）を具体化し、先進的介護の目標像を構築

◆ 過去の介護ロボット・ICTの導入実証を通じて実施してきた働き⽅改革を業務上の課題の
発⾒から導入機器の決定、その効果等をまとめた好事例を作成

◆ 介護記録・⾒守りセンサー等におけるプラットフォームを活⽤
◆ センサー情報や介護記録を自動集約
◆ 集約したデータの分析等により入居者のQOL向上を図る

◆ 介護ロボット・ICTを効果的に活⽤できる介護の専門⼈材を育成

北九州市 ＜介護ロボット等を活⽤した介護イノベーション＞

先進的介護の具体化１

介護施設が⾏う働き方等の好事例作成２

介護記録・⾒守りセンサー等におけるプラットフォームの活⽤３

介護ロボットマスター育成講習４
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・ロボット技術を用いて介助
者のパワーアシストを行う
装着型の機器

・ロボット技術を用いて介助
者による抱え上げ動作のパ
ワーアシストを行う非装着
型の機器

・高齢者等の外出をサポートし、
荷物等を安全に運搬できる
ロボット技術を用いた歩行支
援機器

・排泄物の処理にロボット技術
を用いた設置位置調節可能
なトイレ

・介護施設において使用する、
センサーや外部通信機能を
備えたロボット技術を用いた
機器のプラットフォーム

・高齢者等の屋内移動や立
ち座りをサポートし、特にト
イレへの往復やトイレ内で
の姿勢保持を支援するロ
ボット技術を用いた歩行支
援機器

・在宅介護において使用する、
転倒検知センサーや外部通
信機能を備えたロボット技術
を用いた機器のプラットフォー
ム

・高齢者等の外出をサポートし、
転倒予防や歩行等を補助す
るロボット技術を用いた装着
型の移動支援機器

・ロボット技術を用いて排泄を
予測し、的確なタイミングでト
イレへ誘導する機器

・ロボット技術を用いてトイレ内
での下衣の着脱等の排泄の
一連の動作を支援する機器

・高齢者等とのコミュニケー
ションにロボット技術を用い
た生活支援機器

・ロボット技術を用いて、見守
り、移動支援、排泄支援をは
じめとする介護業務に伴う情
報を収集・蓄積し、それを基
に、高齢者等の必要な支援
に活用することを可能とする
機器

移乗支援移乗支援 移動支援移動支援
見守り・
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
見守り・
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

排泄支援排泄支援 入浴支援入浴支援

○非装着 ○屋内 ○在宅

○動作支援

○装着 ○排泄物処理○屋外 ○施設

介護業務支援介護業務支援
○トイレ誘導

○装着
イメージ図（ニーズ・シーズ
連携協調協議会報告書よ
り転載）

イメージ図（ニーズ・シーズ連
携
協調協議会報告書より転載）

イメージ図（ニーズ・シーズ
連携協調協議会報告書よ
り転載）

危ないの
で

動かない
で
ください

○生活支援

・ロボット技術を用いて浴槽に
出入りする際の一連の動作
を支援する機器

民間企業・研究機関等 ＜経済産業省中心＞

○日本の高度な水準の工学技術を活用し、高齢者や介護現場
の具体的なニーズを踏まえた機器の開発支援

介護現場 ＜厚生労働省中心＞

○開発の早い段階から、現場のニーズの伝達や試作機器につ
いて介護現場での実証(モニター調査・評価)

モニター調査の
依頼等

試作機器の
評価等

介護ロボットの開発支援について

○経済産業省と厚生労働省において、重点的に開発支援する分野を特定（平成２５年度から開発支援）
○平成29年10月に重点分野を改訂し、赤字箇所を追加

開発重点分野

※ 日常生活支援における移乗支援、移動支援、排泄支援、見守り・コミュニケーション、入浴支援、介護業務支援で利用する介護ロボットについては、地域医療
介護総合確保基金による導入支援を実施。（１機器につき補助額30万円。ただし、60万円未満のものは価格に２分の１を乗じて得た額が上限。） 30
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地域医療介護総合確保基⾦を活⽤した介護ロボットの導入⽀援

 移乗支援、移動支援、排泄支援、⾒守り、⼊浴支援などで利用する
介護ロボットが対象

【介護ロボットの例】

介護保険施設・事業所

利⽤者

都道府県基⾦
（負担割合︓国２／３、都道府県１／３）

介護ロボット
導⼊計画

介護ロボット
導⼊支援

 負担軽減
 効率化サービス提供

○ 介護ロボットの普及に向けては、各都道府県に設置される地域医療介護総合確保基⾦を活⽤し、
介護施設等に対する介護ロボットの導⼊支援を実施

○ 平成30年度からは、１機器あたりの補助上限額を10万円から30万円に増額（補助率１／２）

対象となる介護ロボット

 実施都道府県数︓36都道府県（平成30年度）
 都道府県が認めた介護施設等の導⼊計画件数

・平成27年度︓ 58件
・平成28年度︓ 364件
・平成29年度︓ 505件
・平成30年度︓1,037件 （注）平成30年度の数値は平成31年１⽉時点の暫定値

○⾒守りセンサー
（⾒守り）

○歩⾏アシストカート
（移動⽀援）

○装着型パワーアシスト
（移乗⽀援）

実績（参考）

事業の流れ

※ １施設で複数の導⼊計画
を作成することがあり得る
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国
・
自
治
体
が
求
め
る
帳
票
等

事
業
所
が
独
自
に

作
成
す
る
文
書

○H30⽼健事業により以下実施中
・自治体・事業者へのアンケート・ヒアリ

ングをふまえた削除文書や項目の洗い出し
・削減影響検証及び削減に向けた提言

１．指定申請関連文書

２．報酬請求関連文書

○国が求める帳票の削減項目の検討
・削減可能項目の洗い出し（昨秋）
・自治体へのアンケート（12⽉〜1⽉）

○省令改正（6月29日公布、10月施⾏）
○様式例の変更・周知（9⽉）
○H30⽼健事業による更なる効率化検討

３．指導監査関連文書
○H30⽼健事業により以下実施中
・自治体へのヒアリングをふまえた項目
の標準化、様式整備

・モニタリング調査の実施

○通知発出等
（5〜6⽉）

必
要
に
応
じ
更
な
る
⾒
直
し

○H29⽼健事業により以下実施済み
・自治体が実地指導にて求める文

書の実態把握
・文書量削減の方向性の提⾔

○省令改正
○通知発出等
（5〜6⽉）

〜2017年度【実施済】 2018年度 2019年度 2020年代初頭

○事業所における実態把握等
・訪問、通所介護事業所、ケアマネ事業

所等における文書の種類、負担感等を
調査

・訪問、通所事業所を対象に、ICT導⼊
前後の書類作成時間等の効果を検証

○ ⽣産性向上ガイドラインの作成・普及
介護事業所における業務改善に向けた

取組み（作成文書の⾒直し、ＩＣＴ化
等）を支援するため、生産性向上ガイ
ドラインを作成し、横展開を図る。

○ガイドラインの横展開

「⾏政が求める帳票
等の文書量の半減」

を実現

⽂書量半減の取組
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○ 医療・福祉の複数資格に共通の基礎課程を創設し、資格ごとの専
門課程との２階建ての養成課程へ再編することを検討。

○ 資格所持による履修期間の短縮、単位認定の拡大を検討。

【現状・課題】
○ 医療福祉の就業者数は、2030年に卸・小売業を抜き製造業に比肩。

○ 専門資格を持ちながら専門分野で就業していない潜在有資格者は、例えば、
看護師・准看護師で約3割、介護福祉士で4割強、保育士で6割強と多数。

○ 生産年齢人口が減少する中、今後の医療・福祉のニーズの増大に対応す
るためには、潜在有資格者の掘り起こしとともに、多様なキャリアパス構築等
を通じた人材の有効活用の視点が必要不可欠。なお、これは、生産年齢人
口が減少する中、他の高付加価値産業での人材確保にも資する。

【対応の方向性】

複数の医療・福祉資格を取りやすくし、医
療・福祉人材のキャリア・パスを複線化。

具体的な取組

医療・福祉人材の最大活用のための養成課程の見直し

（参考）医療・福祉関係資格の例

【医療】
看護師
准看護師
理学療法士
作業療法士
視能訓練士
言語聴覚士
診療放射線技師
臨床検査技師

【福祉】
社会福祉士
介護福祉士
精神保健福祉士
保育士

資

格

Ａ

資

格

Ｂ

資
格
Ｃ

現在：資格Ａの有資格者が資格Ｃをと
る場合、原則、新たに養成課程
全体（2年間）を修了する必要。

【共通基礎課程のイメージ】（※具体的な制度設計は今後検討）

資

格

Ａ

資

格

Ｂ

資
格
Ｃ

将来像：共通基礎課程を修了した資格Ａ
の有資格者が資格Ｃをとる場合、
短い履修期間で資格取得。

共通基礎課程

医療・福祉分野の就業者数の推計

1100 1060

9561004
1029 986

747
858

962

505 477 424

0
200
400
600
800

1000
1200

2014 2020 2030

卸売・小売業
製造業
医療・福祉
鉱業・建設業

（万人）

2年

3年
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すべての人の生活の基盤としての地域すべての人の生活の基盤としての地域

すべての社会・経済活動の基盤としての地域すべての社会・経済活動の基盤としての地域

交通産業農林 環境

支え・支えられる関係の循環
～誰もが役割と生きがいを持つ社会の醸成～

◇社会経済の担い⼿輩出
◇地域資源の有効活⽤、
雇⽤創出等による経済
価値の創出

地域における人と資源の循環
～地域社会の持続的発展の実現～

◆制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な
主体が 『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで、
住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会

◇居場所づくり
◇社会とのつながり
◇多様性を尊重し包摂
する地域⽂化

◇⽣きがいづくり
◇安心感ある暮らし
◇健康づくり、介護予防
◇ワークライフバランス

◇就労や社会参加の場
や機会の提供

◇多様な主体による、
暮らしへの支援への参画

34

地域共⽣社会とは

新たな事業の支援フロー（イメージ）

障

介

困

子

障

介

困

B自治体 多機関協働の連携のみを実施

A自治体 「丸ごと相談支援機関」設置タイプ

利
用
者

総
合
相
談
窓
⼝

分
野
毎
の
相
談
窓
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（
全
件
受
付
）

②
地
域
に
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伴
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支
援
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト

①
断
ら
な
い
相
談
支
援

連携担当職員

連携担当職員

訪問による見守り
などの伴走支援

配食サービス、地域
における社会参加の
場 など

利
用
者

医療若年者
⽀援

居住

教育

⺠⽣
委員

＜機能＞
・複合化・複雑化したケースにおける支援調整
・多機関のネットワークの構築

・個別支援から派生する新たな社会資源の創
出
・相談支援に関するスーパーバイズ、人材育成

子

医療若年者
⽀援

居住

教育

⺠⽣
委員連携・つなぎ

連携・つなぎ

連携・つなぎ

連携担当職員
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○地域における重層的なセーフティネットを確保していく観点から、住⺠をはじめ多様な主体の参画による地域共⽣に資する地域活動を
普及・促進。
○地域共⽣に資する地域活動の多様性を踏まえ、住⺠などの自主性や創意⼯夫が最大限活かされるよう、画⼀的な基準は設けず、
各主体に対し積極的な活動への参画を促す⽅策など環境整備を推進。

地域共⽣に資する取組の促進
〜多様な担い⼿の参画による地域共⽣に資する地域活動の普及促進〜

２．考えられる取組

１．概要

プラットフォーム（※1）

自治体

NPO、社会福祉法人等 福祉関係事業者

住⺠

・地域共⽣に資する活動の普及（プラットフォーム
の形成・展開の支援等）
・交付⾦による後押し など

・⺠間からの資⾦調達の促進
（例）ふるさと納税、SIB、共同募⾦、社会的インパクト評価
の推進、「再分配法⼈」（※２）の仕組みの応⽤ など

・地域づくりコーディネーターの配置の支援
・地域住⺠等による活動を促進するための、
介護保険制度上の⼯夫の検討

・NPO、社会福祉法人などの多様な主体
による地域共⽣に資する事業の促進

※１「プラットフォーム」･･･分野・領域を超えた地域づくりの
担い⼿が出会い、更なる展開が⽣まれる“場”

地域共⽣に資する地域活動

等の地域における⾒守り 等）

地域共⽣に資する地域活動
（例 地域食堂、空き家を活⽤した
世代間交流の拠点、認知症高齢者
等の地域における⾒守り 等）

※２「再分配法⼈」･･･地域の関係者の合意の下、地域で⽣み出さ
れる多様な財源を地域全体を⾒渡せる法⼈に集約し、幅広いまちづ
くり活動に再分配（助成等）する枠組み（国⼟交通省がガイドライ
ンを作成し推進）

・日常のくらしの中での支え合い
・ボランティア、住⺠主体の地域づくり
・コミュニティビジネス
・福祉教育の推進

参画

参画

財政支援・職員派遣

参画

地方創生施策、住宅セーフティネット制度との更なる連携や農福連携の一層の推進など他省庁との連携施策についても検討・調整

・地域の企業や産業など経済分野、
教育分野など他分野との連携促進
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